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１．はじめに 

国土交通省は建設業における働き方改革をさらに

加速させるため，「長時間労働の是正」，「給与・

社会保険」，「生産性向上」の3分野の新たな施策を

パッケージとしてとりまとめた「建設業働き方改革

加速プログラム」を2018年3月20日に策定し，施策展

開を図っている。本研究は，「働き方改革」，「建

設業働き方改革加速プログラム」の推進に資する知

見を得ることを目的に，「労働時間の管理」，「適

切な賃金水準の確保」，「生産性向上」の3つの視点

から米国制度及び発注者の関わりについて調査・研

究を行った。 

２．日米の年間賃金の比較 

日本と米国の職種別の労務単価を比較した。日本

は賃金構造基本統計調査を用い，米国は労働省労働

統計局の公表データを用いた。2015年の日本の建設

業の平均賃金は5,126.3 千円/年に対し，米国の建設

業の平均賃金が55,893ドル/年であった。 

３．日米両国の労働時間・賃金水準制度の比較 

労働時間の管理に関し，日本では割増賃金に係る

率の最低限度も含め法律・政令により定めているが，

米国では公正労働基準法により週40 時間を上限と

し40時間を超える場合は50%の割増時間外賃金を加

算して支払うことを義務付ける制度となっている。 

最低賃金に関し日本では，2009年に千葉県野田市が

全国で初めて公契約条例を制定させて以降，2018年1

月時点で確認できただけで全国1,741自治体中18自

治体で同様に条例を制定させているが，公契約条例

は多数を占めているとはいえない状況である。米国

では，建設技能労働者の賃金はデービス・ベーコン

法により賃金水準が保たれている。 

４．結論～生産性向上にむけて～ 

調査・研究の結果，米国では，作業内容と作業時

間に基づく賃金が支払われていることを発注者が確

認することにより，公平な競争環境が形成されてお

り，建設会社が市場における競争力を強化するため

には，建設現場の作業効率（生産性）を向上させる

ことが必要となる制度となっていることが分かった。

また，こうした制度は，公平な競争環境の確保を意

図してつくられていることも分かった。 

今後の研究課題は，米国における歴史的背景等，

日本とは異なる社会条件が労働法制度に与える影響

を考慮しつつ，入札価格に上限拘束がある日本特有

の入札契約制度における，請負工事のダンピング対

策・生産性向上の取り組みを含む発注者の役割に関

する研究が挙げられる。また，外形的に把握しやす

い建設現場の作業時間・作業内容を把握するための

方法の研究も必要と考えられる。 

５．参考文献 

本論文は，「労働時間規制及び賃金水準の確保に

関する米国制度の調査研究（土木学会論文集F4（建

設マネジメント），Vol. 74, No. 2, 2018）」より抜

粋した。論文執筆に当たり，共同執筆者の東京大学

大学院教授堀田昌英先生をはじめとする皆さまのご

助言，ご協力に感謝いたします。
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国土交通省直轄工事における
総合評価落札方式の改善方策

（研究期間：平成30年度）
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１．はじめに

国土交通省直轄工事における総合評価落札方式は、

契約タイプを技術提案評価型(A型、S型)と施工能力

評価型(Ⅰ型、Ⅱ型)に区分した運用を行っている。

国総研では、各地方整備局等の総合評価落札方式

の実施状況を年次報告書に取りまとめるとともに、

運用上の課題等を継続的に収集、分析し、改善方策

の検討を行っている。本稿は、総合評価落札方式に

おける技術評価の有効化、効率化を図る検討につい

て報告する。

２．技術提案評価型S型の改善方策

技術提案評価型(S型)は、技術的工夫の余地が大き

い工事を対象に、施工上の特定の課題等に関して技

術提案を求める契約タイプである。地方整備局等の

契約工事のうち、特に規模の大きいWTO技術提案評価

型(S型)の技術評価の実施状況を分析した結果、落札

者と非落札者の技術評価点の得点率の差は経年的に

縮小する傾向となっている(図-1)。

国総研は、｢総合評価方式の活用・改善等による品

質確保に関する懇談会｣の方針を踏まえ、競争参加者

間の点差が付きにくい技術提案のうち、同様の提案

が多く技術の有効性が認められるものは設計段階か

ら発注者が標準案に反映し、評価項目としないこと

で新たな技術提案を促す技術評価の改善や、技術提

案を求めない施工能力評価型への移行により手続の

効率化を図る検討を行っている。

３．技術提案の評価結果に関する分析

｢鋼橋上部｣｢ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ(PC)｣｢橋梁下部｣｢ト

ンネル｣｢道路改良｣｢築堤護岸｣の6工種工事区分につ

いて、2013～2017年度の技術提案評価型(S型)を適

用した工事(図-2)の約2/3にあたる延べ2,199テーマ

(表-1)の技術評価の実施状況を分析した結果、PC工

事の場合、PC桁の耐久性、架設の精度向上等が点差

の付きにくい技術評価項目として抽出された(図-3)。

４．成果の活用

研究の成果は、

有効性の高い技

術の標準化検討

や入札時の総合

評価に反映され、

直轄工事の入札

契約において活

用される。

国総研では、今後も総合評価落札方式の実施状況

のフォローアップを行い、更なる改善に資する研究

を継続する予定である。

【参考：関連するWEBサイトのURL】

社会資本マネジメント研究室のHPを参照

http://www.nilim.go.jp/lab/peg/index.htm

写真 

（写真ﾃﾞｰ

ﾀの貼り付

けは不要）

写真 

（写真ﾃﾞｰ

ﾀの貼り付

けは不要）

写真 

（写真ﾃﾞｰ

ﾀの貼り付

けは不要）

図-3 指標によるテーマの評価差図-1 技術評価点の得点率の推移

図-2 分析対象工事件数 表-1 分類テーマ数

3.
生
産
性
革
命
（i

-
C
o
n
s
t
r
u
c
t
i
o
n

の
推
進
、
賢
く
使
う
）

研究動向・成果

労働時間規制及び賃金水準の 
確保に関する米国制度の調査 
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